
平成20年４月17日
原子力安全対策課
( ２ ０ － ３ )
＜15時記者発表＞

原子力発電所の運転・建設計画について

（平成20年度）

安全協定に基づき、各施設設置者から連絡を受けた平成20年度の運転・建設計

画は、以下のとおりである。

１．運転計画の概要 （図－１参照）

運転中の県内原子力発電所13基（出力合計1,128.5万kW）の平成20年度稼働状

況は、時間稼働率（計画値）は約73％、設備利用率（計画値）は約72％ となっ＊1

ている。

定期検査は、13基全てのプラントで行われる計画で、７基が前年度より実施

中、残りの６基は今年度に定期検査を開始する予定である。今年度中に定期検

査を終了する予定の11基の発電停止期間(計画値)は、平均で約6.0ヶ月である。

＊１：設備利用率の算定にあたっては、事故・故障等による想定損失率(4%)を考慮している。

２．建設計画の概要 (表－２参照)

高速増殖原型炉もんじゅは、平成19年８月より、主要系統の機能やプラント

全体の健全性を確認するプラント確認試験を実施しており、平成20年８月頃に

終了する予定である。

その後、性能試験前準備点検を行い、性能試験を開始する計画である。

なお、毎年度実施している設備点検は、本年12月から約半年間の予定で実施

する計画である。

３．原子炉設置変更許可申請計画 （表－１、図－２～５参照）

原子炉等規制法に基づく「原子炉設置変更許可申請」として、表－１に示す

ものが計画されている。

問い合わせ先(担当：吉田)

内線2352・直通0776(20)0314
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表－１ 原子炉設置変更許可申請計画

発電所名 対象号機 申 請 概 要

美 浜 ３号機 ○蓄電池負荷の変更

発電所

大 飯 １，２号機 ○蓄電池負荷の変更

発電所

○1,2号機の蓄電池負荷の変更

○1,2号機への高燃焼度(55,000MWd/t)燃料の導入

（3,4号機原子炉補助建屋内使用済燃料貯蔵設備

高 浜 の対象燃料として高燃焼度燃料を追加）

１～４号機 ○1～4号機の洗浄排水処理装置の取替え

発電所 ○1～4号機共用の使用済燃料輸送容器保管建屋の対

象物としてウラン・プルトニウム混合酸化物新燃

料を装てんした輸送容器と新燃料を取り出した後

の輸送容器を追加

４．増設改造工事計画の概要 （表－３、図－４、６～11参照）

(1) 主要設備の増改造工事

①日本原子力発電株式会社

・敦賀２号機では、昨年度より実施中の第16回定期検査において、材料の

変更や、全一体型ロータ構造の採用等により信頼性の向上を図った最新

とともに、管台部の応力腐食割れ予防設計の蒸気タービンに取り替える

保全として材料や溶接形状を改善した原子炉容器上部ふたに取り替える。

②関西電力株式会社

・高浜３号機では、昨年度より実施中の第18回定期検査において、管台部の

応力腐食割れ予防保全として材料や溶接形状を改善した原子炉容器上部ふ

たに取り替える。

・２次系水質の向上を図る観点から、計画的に給水加熱器等の取替えを行っ

ており、今年度は大飯１号機で給水加熱器の伝熱管を銅合金製からステン

レス製に取り替える。

・高浜３，４号機では、平成19年11月に事前了解した低圧タービン円板取

付部での応力腐食割れ予防保全対策として、平成21年度から実施される

第19回定期検査において、材料の変更や、全一体型ロータ構造および最

新の翼形状を採用した低圧タービンに取替える予定である。また、大飯

３，４号機では、平成22年度以降、同様の予防保全対策として、低圧タ

ービンおよび高圧タービンの取替えを実施する予定である。
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(2) 耐震裕度向上工事

①日本原子力発電株式会社

・既設設備の耐震性を一層向上させるため、配管、計装機器等の支持構造物

強化工事や取水構造物周辺の地盤改良工事等を昨年度に引き続き実施する。

・耐震安全性評価中間報告において、浦底断層が考慮すべき活断層と評価さ

れたことを踏まえ、浦底断層を横断している２号機の放水路トンネルのル

ート変更を行う計画である。

・地震随伴事象対策として、津波発生時における取水確保対策工事や原子炉

建屋周辺斜面の安定性補強工事等を行う予定である。

②関西電力株式会社

・既設設備の耐震性を一層向上させるため、配管、計装機器等の支持構造物

強化工事や取水構造物周辺の地盤改良工事等を昨年度に引き続き実施する。

(3) 耐震対応強化工事

①日本原子力発電株式会社

・新潟県中越沖地震を踏まえ、消火用水タンクの設置、地震計の増設等を行

う予定である。

②関西電力株式会社

・新潟県中越沖地震を踏まえ、消防自動車車庫の増設や地震計の設置・取替

等を行う予定である。

５．燃料輸送計画の概要

(1)新燃料集合体 （表－４参照）

県内８プラントで、新燃料集合体４０４体の輸送が計画されている。

(2)使用済燃料集合体 （表－５参照）

「ふげん」を含む県内９プラントで、使用済燃料集合体４３０体の輸送が

計画されている。

６．低レベル放射性固体廃棄物輸送計画の概要 （表－６参照）

敦賀発電所、美浜発電所および高浜発電所から、合計2,952本の低レベル放

射性固体廃棄物の輸送が計画されている。

７．原子炉廃止措置研究開発センター(ふげん)について (表－７、図-12参照)

「ふげん」は、平成15年３月に運転を停止し、廃止措置に向けた準備作業

として使用済燃料や重水の搬出などを実施しているが、平成20年２月12日に

3



原子炉等規制法に基づく廃止措置計画の認可を受け、廃止措置段階に移行し

た。

(1)施設定期検査

第21回施設定期検査を平成20年10月上旬から平成21年３月下旬の予定で実

施する。

(2)廃止措置に係る作業等

今年度は、使用済燃料や重水の搬出を行う他、供用を終了した放射能レベ

ルの比較的低い施設・設備の解体撤去等を行う。

①重水搬出作業

運転で使用した重水(約240トン)は、再利用のためにカナダのオンタリオ

・パワー・ジェネレーション社へ搬出している。（約120トン搬出済）

本年度も、搬出先の受入基準を満たすため、重水に含まれるコバルト－

60の除去を行った重水（約40トン）を搬出する予定である。

②使用済燃料搬出作業

日本原子力研究開発機構 東海研究開発センター核燃料サイクル工学研

究所へ使用済燃料34体を輸送する。（平成20年３月末時点で、「ふげん」

には466体の使用済燃料が保管されている）

③主要施設・設備の解体撤去工事

原子炉冷却系統施設のタービン設備のうち、タービン建屋地下２階（管

理区域）にある第３，４給水加熱器およびその周辺の機器・配管と、ター

ビン建屋地下１階（管理区域）にある主蒸気管およびタービン主要弁等を

解体撤去する。なお、解体により発生する撤去物については、運搬が容易

な大きさに切断し、タービン建屋（管理区域）内に一時保管（仮置き）す

る。

④汚染の除去工事

重水系・ヘリウム系などの設備・機器等の解体撤去に先立ち、被ばく低

減を図る観点から、系統内に残存しているトリチウムの汚染除去を実施す

る。

⑤廃止措置のために導入する装置の設置

現在、保管している固体廃棄物や、今後、廃止措置作業中に発生する廃

棄物のうち、固体廃棄物について減容等を行うため、タービン建屋地下２

階の第３，４給水加熱器等を撤去したエリアに、固体廃棄物仕分・分別処

理装置と圧縮装置を設置する。
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電
力
株
式
会
社

美
浜
発
電
所

大
飯
発
電
所

高
浜
発
電
所

工
事

件
名

工
事

概
要

１
号
機

２
号
機

３
号
機

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機

原
子
炉
容
器
上
部
ふ
た

管
台
部
の
応
力
腐
食
割
れ
予
防
保
全
と
し
て
、
材
料
や
溶

●
●

●
●

●
●

●
●

接
形
状
を
改
善
し
た
原
子
炉
容
器
上
部
ふ
た
に
取
り
替
え

●
○

●
取
替
工
事

(
H
13
)

(
H
11
)

(
H
8)

(
H
12
)

(H
1
1
)

(
H
19
)

(
H
8)

(
H
9)

(
H
19
)

る
。

(
H
18
)

蒸
気
タ
ー
ビ
ン

低
圧
タ
ー
ビ
ン
円
板
で
の
応
力
腐
食
割
れ
予
防
保
全
対
策

△
△

△
△

と
し
て
、
全
一
体
型
ロ
ー
タ
構
造
お
よ
び
最
新
の
翼
形
状

●
●

●
●

●
●

●
取
替
工
事

等
を
採
用
し
た
低
圧
タ
ー
ビ
ン
に
取
り
替
え
る
。

(
H
11
)

(
H
6)

(
H
8)

(
H
11
)

(
H9
)

(
H
6)

(
H
7)

廃
液
蒸
発
装
置
他

設
備
の
信
頼
性
向
上
の
観
点
か
ら
、
廃
液
蒸
発
装
置
を
、

△
◎

◎
方
式
を
変
更
す
る
と
と
も
に
伝
熱
管
等
を
耐
食
性
に
優
れ

△
－

－
取
替
工
事

た
材
料
に
取
り
替
え
る
。

設
備

の
信

頼
性

お
よ

び
運

用
性

の
向

上
の

観
点

か
ら

、
ほ

う
酸

ほ
う
酸
回
収
系
統

回
収

装
置

１
基

と
ほ

う
酸

補
助

タ
ン

ク
１

基
を

増
設

す
る

。
ま

－
－

－
－

－
◎

た
、

使
用

し
て

い
な

い
ほ

う
素

熱
再

生
装

置
を

撤
去

す
る

。
改

造
工
事

環
境

へ
の

配
慮

か
ら

、
代

替
フ

ロ
ン

を
使

用
す

る
ド

ラ
イ

ク
リ

ー
ニ

ン
洗

た
く
排
水
処
理
設
備

グ
設

備
を

撤
去

し
、

新
た

に
節

水
型

洗
濯

機
を

設
置

す
る

と
と

も
に

、
－

－
△

◎
△

△
排

水
処

理
設

備
と

し
て

膜
分

離
活

性
汚

泥
処

理
装

置
を

設
置

す
る

。
設

置
（
取
替
）
工
事

（
取
替

）
（
設

置
）

（
取
替

）
（
取
替
）

海
水
淡
水
化
装
置
一
部

５
基
あ
る
海
水
淡
水
化
装
置
の
う
ち
、
製
作
メ
ー
カ
ー
が

該
当
設

備
な

し
◎

－
異
な
り
、
稼
動
率
の
低
い
装
置
１
基
を
運
転
操
作
性
お
よ

撤
去
工
事

び
保
守
性
の
観
点
か
ら
撤
去
す
る
。

耐
震
裕
度
向
上
工
事

ク
ー
ラ
等
の
機
器
や
配
管
、
空
調
ダ
ク
ト
の
支
持
構
造
物

△
の
強
化
工
事
を
行
い
、
耐
震
性
を
向
上
さ
せ
る
。

○
○

○
◎

○
○

◎
◎

○
◎

（
支
持
構
造
物
補
強
工

事
）

耐
震
裕
度
向
上
工
事

取
水
構
造
物
周
辺
の
地
盤
の
強
度
を
高
め
、
耐
震
性
を
向

上
さ
せ
る
。

○
－

－
－

（
地
盤
改
良
工
事
）

新
潟
県
中
越
沖
地
震
を
踏
ま
え
、
消
防
自
動
車
の
車
庫
の

耐
震
対
応
強
化
工
事

増
設
や
、
自
衛
消
防
隊
詰
所
の
設
置
、
地
震
計
の
設
置
・

（
新
潟
県
中
越
沖
地
震

◎
○

○
取
替
等
を
行
う
。

対
応
工
事
）

２
次

系
給

水
系

統
の

水
質

の
向

上
お

よ
び

復
水

器
か

ら
の

海
水

２
次
系
熱
交
換
器
他

漏
え

い
防

止
の

た
め

、
給

水
加

熱
器

伝
熱

管
は

ス
テ

ン
レ

ス
製

－
－

●
○

●
●

●
●

●
●

●
に

、
復

水
器

の
伝

熱
管

は
チ

タ
ン

製
に

取
り

替
え

る
。

取
替
工
事

(H
1
8)

(
H
17
)

(
H
17
)

(H
1
9
)

(
H
14
)

(
H
15
)

(
H
16
)

(
H1
6
)

昇
圧
変
圧
器

設
備
の
信
頼
性
維
持
の
観
点
か
ら
、
予
防
保
全
対
策
と
し

該
当
設

備
な

し
該
当

設
備

な
し

◎
△

該
当
設
備
な
し

て
昇
圧
変
圧
器
一
式
を
取
り
替
え
る
。

取
替
工
事

＜
凡
例
＞

◎
：
今
年
度
予
定
工
事

○
：
前
年
度
か
ら
工
事
中

△
：
工
事
計
画
あ
り

●
：
実
施
済
(年

度
)

－
：
工
事
計
画
な
し
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表－４ 新燃料集合体輸送計画

発 電 所 体数 輸送時期 輸 送 元 備 考

敦賀２号機 ２０ 第２四半期 三菱原子燃料㈱

４４ 第２四半期 原子燃料工業㈱熊取事業所

美浜３号機 １６ 平成20年4月 原子燃料工業㈱熊取事業所※１

輸送済

１６ 第４四半期 原子燃料工業㈱熊取事業所※１

２０ 第４四半期 三菱原子燃料㈱※１

大飯１号機 ２８ 第２四半期 三菱原子燃料㈱※１

１６ 第３四半期 原子燃料工業㈱熊取事業所※１

大飯２号機 ２８ 第２四半期 三菱原子燃料㈱※１

２４ 第３四半期 原子燃料工業㈱熊取事業所※１

大飯３号機 １６ 第４四半期 三菱原子燃料㈱※１

３６ 第４四半期 原子燃料工業㈱熊取事業所※１

高浜１号機 ２０ 第２四半期 三菱原子燃料㈱

２８ 第３四半期 原子燃料工業㈱熊取事業所

高浜２号機 ３２ 第２四半期 三菱原子燃料㈱

※２高浜３号機 ２０ 第３四半期 ＡＲＥＶＡ ＮＰ Ｉｎｃ．

４０ 第４四半期 三菱原子燃料㈱

合 計 ４０４

注）輸送体数、時期は変更することがある。

※１：今年度、美浜３号機および大飯発電所１，２，３号機に輸送する新燃料は全て 55,000MWd/t
高燃焼度燃料である

※２：米国の工場からウラン新燃料を輸送する計画
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表－５ 使用済燃料集合体輸送計画

発 電 所 体数 燃料種類 目的 輸 送 先 輸送完了

時 期

敦賀１号機 128 ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 第２四半期

六ヶ所再処理工場

ふ げ ん １２ ウラン燃料 再処理 第４四半期日本原子力研究開発機構

東海研究開発センター２２ ＭＯＸ燃料

核燃料サイクル工学研究所

美浜１号機 ３０ ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 第４四半期

六ヶ所再処理工場

美浜３号機 ２８ ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 第４四半期

六ヶ所再処理工場

大飯１号機 ８ ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 平成20年4月

輸送済六ヶ所再処理工場

３１ ウラン燃料 再処理 第３四半期日本原燃㈱

六ヶ所再処理工場

大飯２号機 ２０ ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 平成20年4月

六ヶ所再処理工場 輸送済

２５ ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 第３四半期

六ヶ所再処理工場

大飯４号機 ２８ ウラン燃料 再処理 日本原燃㈱ 第４四半期

六ヶ所再処理工場

日本原燃㈱ 第３四半期高浜２号機 ４２ ウラン燃料 再処理

六ヶ所再処理工場

日本原燃㈱ 第４四半期高浜３号機 ５６ ウラン燃料 再処理

六ヶ所再処理工場

４３０合 計

注）輸送体数、時期は変更することがある。

表－６ 低レベル放射性固体廃棄物輸送計画

発 電 所 輸送本数 輸送時期輸 送 先

第３四半期敦賀発電所 ３９２本

日本原燃㈱六ヶ所低レベル

第３四半期美浜発電所 １，３６０本

放射性廃棄物埋設センター

高浜発電所 １，２００本 第１四半期

注）輸送本数、時期は変更することがある。
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表
－
７
 
平
成

2
0
年
度
 
原
子
炉
廃
止
措
置
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
年
間
廃
止
措
置
作
業
計
画
 

平
成

2
0
年

 
平

成
2
1
年

 
年

月

項
目

 
4
月

 
5
月

 
6
月

 
7
月

 
8
月

 
9
月

 
1
0
月

 
1
1
月

 
1
2
月

 
1
月

 
2
月

 
3
月

 

１ ． 年 間 廃 止 措 置 作 業 計 画 

(
1
)
 使

用
済

燃
料

の
搬

出
 

 (
2
)
 重

水
の

搬
出

（
重

水
搬

出
準

備
作

業
、

重
水

輸
送

）
 

【
重
水
搬
出
準
備
作

業
は
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
定
期
検
査
の
た
め
、
約

1

ヶ
月
除
去
作
業
中

断
が
あ
る
（
時
期
未
定
）
。
】
 

 (
3
)
 解

体
撤

去
工

事
 

①
原

子
炉

冷
却

系
統

施
設
の

タ
ー
ビ
ン

設
備

 

a
)
第

3、
4
給

水
加
熱

器
等
の

解
体
撤
去

 

b
)
主

蒸
気

管
等

の
解

体
撤

去
 

(
4
)
 汚

染
の

除
去

工
事

 

 
①

重
水

系
・

ﾍ
ﾘ
ｳ
ﾑ
系
等

の
汚
染

の
除
去

工
事

 

 
 
a
)
残

留
重

水
回

収
工
事

 

 
 
b
)
ﾄﾘ
ﾁ
ｳﾑ
除

去
工

事
（

重
水

循
環

ﾎﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ熱

交
換

器
、
ﾍﾘ

ｳ
ﾑ
浄

化
系

、
重

水
冷

却
系

）
 

 ②
そ

の
他

（
制

御
棒

等
の
取

り
出
し
作

業
）

 

 (
5
)
 廃

止
措

置
の

た
め

に
導

入
す

る
装

置
の

設
置

 

①
固

体
廃

棄
物

仕
分

・
分
別

処
理
装
置

の
設
置

 

 (
6
)
 そ

の
他

 

①
汚

染
状

況
等

の
調

査
 

 

 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

２
．

施
設

定
期

検
査

及
び

設
工

認
等

に
係

る
設

備
・

機
器
等

の
維

持
管

理
 

 
(
1
)
第

2
1
回

施
設

定
期

検
査

 

  
(
2
)
液
体

廃
棄

物
処

理
系

配
管
の
取
替

え
作
業

 

  
(
3
)
固
体

廃
棄

物
処

理
系

配
管
の
取
替

え
作
業

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
0
月

上
旬  

 

3
月

下
旬

 

第
4
四

半
期

に
1
輸

送
（

3
4
体

）
 

第
1
四

半
期

に
1
輸

送
（

2
0
㌧

）
 

第
2
四

半
期

に
1
輸

送
（

2
0
㌧

）
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　　美浜発電所３号機他　蓄電池負荷の変更

　今後の直流電源（蓄電池）の負荷増加を見据えて、安全系直流電源装置（蓄電池）容量の余裕を
確保するため、現状、安全系直流電源装置に接続している常用系の一部の負荷（機器）を、新たに
設置する常用系直流電源装置（蓄電池）に移設する。

目的

図－２

①常用系の直流電源装置および常用系蓄電池設備を新設する。
②安全系直流電源装置（蓄電池）負荷のうち、常用系機器の一部の負荷（機器）を常用系
　直流電源装置（蓄電池）負荷に変更（移設）する。

系統構成変更概要

電流の流れ

概　要

・安全防護系リレー
・非常用ディーゼル
　発電機制御盤
・補助給水ポンプ
　起動盤安全系制御盤
・安全系電磁弁　他

・タービン非常用油ポンプ
・発電機直流密封油ポンプ
・常用系計器用電源装置
・常用系制御盤
・常用系電磁弁　他

＜移設予定負荷＞
・タービン非常用油ポンプ
・発電機直流密封油ポンプ
・常用系計器用電源装置　他

直流電源装置

安
全
系
機
器

常用系

常用系直流母線

②移設

　蓄電池 蓄電池

安
全
系
機
器

安
全
系
機
器

常
用
系
機
器

常
用
系
機
器

常
用
系
機
器

常
用
系
機
器

【実施状況】
＜今後実施予定のプラント＞
　　美浜３号機、高浜１、２号機、大飯１、２号機

安全系
①新設

直流電源装置

安全系直流母線
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高燃焼度燃料の改良点

最高燃焼度　 ４８，０００ＭＷｄ／ｔ　　　　　　　　５５，０００ＭＷｄ／ｔ

高浜発電所１、２号機における高燃焼度（55,000MWd/t）燃料の導入

　
　 使用済燃料の発生量を低減し、原子燃料サイクルへの負担を軽減するために、
高燃焼度燃料を導入する。

導入目的

図－３

被覆管材料
　ジルカロイ－４

　

　高燃焼度燃料用の
ジルコニウム基合金

耐食性向上
　　　のため

ガドリニア入りペレットの
ガドリニア濃度

約６ｗｔ％

約１０ｗｔ％以下

炉内の
出力分布を
平坦化するため

ウラン２３５濃縮度
　約４．０～約３．４ｗｔ％

約４．６ｗｔ％以下

ウラン235
装荷量を
増やすため

ペレット密度
理論密度の約９５％

理論密度の約９７％
 （ｶﾞﾄﾞﾘﾆｱ入りﾍﾟﾚｯﾄは

　 理論密度の約９６％）

ウラン装荷量を
増やすため

【高燃焼度燃料導入実績】

＜大飯発電所＞
　１～４号機導入済
＜美浜発電所＞
　３号機第２３回定期検査にて
　導入予定
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高浜発電所および大飯発電所洗浄（洗たく）排水処理設備の改造

図－４

　 工事概要
　
　高浜発電所および大飯発電所においては、ドライクリーニング設備と水洗処理設備を併用して作業着
等の洗たくを行っているが、今後、環境への配慮の観点から、代替フロンを使用しているドライクリーニン
グ設備を計画的に撤去し、全量水洗処理とする。これに伴い、排水処理設備を以下のとおり取替および
設置する。

　　・高浜１，２号機共用、３，４号機共用ならびに大飯１、２号機共用設備取替について
　　　　既設の洗浄（洗たく）排水処理設備の逆浸透膜装置は、設置後２０年以上経過していることから、
　　　　設備の信頼性向上を図るため、膜分離活性汚泥処理装置に取り替える。

　　・大飯３，４号機共用設備設置について
　　　　大飯３，４号機の洗たく排水は、放射性物質の濃度が十分低いことを確認した後、発電所外に放
　　　　出しているが、　放射性物質量の更なる低減のため、３、４号機共用の洗たく排水処理設備として、
　　　　新たに膜分離活性汚泥処理装置を設置する。
　　　（大飯1,2号および3,4号については、平成19年６月に原子炉設置変更許可申請を行い、現在、国の二次審査中）

高浜発電所1,2号機共用設備の例

濃縮液

逆浸透膜

透過水
タンク

アスファルト固化

高圧ポンプ

循環
タンク

洗浄排水
ﾌｨﾙﾀｰ

Ｆ

逆浸透膜装置

洗浄排水
ﾀﾝｸ(×5基)

洗浄排水
ﾎﾟﾝﾌﾟ

洗たく排水
洗浄排水
ﾓﾆﾀﾀﾝｸ

手洗排水
ｼｬﾜｰ排水

洗浄排水
ﾓﾆﾀﾀﾝｸﾎﾟﾝﾌﾟ

取替

【現　状】

【取替後】

液体廃棄物
処理設備
排水ﾓﾆﾀ

Ｒ

Ｒ

液体廃棄物
処理設備
排水ﾓﾆﾀ

洗浄排水
ﾓﾆﾀﾀﾝｸﾎﾟﾝﾌﾟ

洗浄排水
ﾓﾆﾀﾀﾝｸ

雑固体焼却設備で焼却

洗浄排水
ﾀﾝｸ(×5基)

手洗排水
ｼｬﾜｰ排水

洗たく排水

洗浄排水
ﾀﾝｸﾎﾟﾝﾌﾟ

汚泥
タンク 汚泥脱水機

膜分離浄化槽

余剰汚泥
　　＋粒子状放射性物質

処理水

容器

処理水ポンプ

汚泥ポンプ

膜分離活性汚泥処理装置

脱水
ｽﾗｯｼﾞ

*ＭＦ膜

DF（除染係数） 10

処理容量 ２ｍ３／ｈ

DF（除染係数） 10

処理容量 ２ｍ３／ｈ

洗浄排水
ﾓﾆﾀﾀﾝｸ

洗浄排水
ﾓﾆﾀﾀﾝｸ

*ＭＦ膜

*高浜3,4号機共用および大飯1,2共用設備も、系統概要・取替範囲
　は、基本的に同様。

[水洗機]

[ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ]

[水洗機]

・高浜1,2号機共用：水洗機 1台→撤去
  　　　　　　　　　　　 ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1台→撤去
・高浜3,4号機共用：水洗機 2台→撤去
  　　　　　　　　　　　 ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1台→撤去
・大飯1,2号機共用：水洗機 3台→撤去
  　　　　　　　　　　　 ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 1台→撤去
・大飯3,4号機共用：水洗機 2台→撤去
  　　　　　　　　　　　 ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 2台→撤去

・高浜1,2号機共用
　　　　水洗機 2台新設、2台既設
・高浜3,4号機共用
　　　　水洗機 3台新設
・大飯1,2号機共用
　　　　水洗機 3台新設
・大飯3,4号機共用
　　　　水洗機 3台新設

*MF膜
　精密ろ過膜

大飯3,4号機は新設

大飯3,4号機はなし

【実施状況】
＜今年度実施プラント＞
　　大飯３、４号機
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　　高浜発電所　使用済燃料輸送容器保管建屋への
ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料輸送容器の一時保管

　ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料輸送容器を発電所搬入後または開梱後に、必要に応じて
一時的に使用済燃料輸送容器保管建屋へ保管するため、使用済燃料輸送容器保管建屋の保管対
象物として、ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料を装てんした輸送容器と新燃料を取り出した後
の輸送容器を追加する。

目的

図－５

概　要

使用済燃料輸送容器保管建屋及び運用概念図

使用済燃料輸送容器保管建屋
（装てん済・空輸送容器を一時保管）

岸壁

空輸送容器空輸送容器

燃料取扱建屋

3号炉又は４号炉

装てん済輸送容器 装てん済輸送容器

空輸送容器

①

②

③

④

　設置変更許可後には、現状実施可能な①・④のルートに加え、
②・③のルートの運用が可能となる。

輸送容器

内浦湾

高浜湾

４号機 ３号機

１号機２号機

使用済燃料
輸送容器保管建屋

荷揚げ岸壁

【平面図】

【正面図】 【側面図】

装てん済輸送容器搬入
３号用及び4号用

空輸送容器搬出
３号用及び4号用

使用済燃料輸送容器保管建屋

一時保管しない場合

一時保管する場合
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上部ｷｬﾉﾋﾟｰｼｰﾙの例
ｷｬｯﾌﾟ

ｷｬﾉﾋﾟｰｼｰﾙ

高浜発電所３号機他　原子炉容器上部ふた取替工事

取替工事概略図

【原子炉容器概要図】

【高浜３号機　管台の配置及び本数】

（参考）　　原子炉容器上部ふた管台からの
1次冷却材漏えい事象

上部ふた管台

：主な改良点
取替後

キャノピーシール構造の廃止

管台母材及び
溶接金属材料変更
600系ﾆｯｹﾙ基合金

　→690系ﾆｯｹﾙ基合金

　大飯発電所３号機　第10回定期検査中の平成１６年５月、原子炉
容器上部ふたの外観目視点検において、制御棒駆動装置取付管台
１箇所で１次冷却材の漏えい跡が確認された。
　原因調査の結果、管台溶接部の表面仕上げが不十分であったこ
とに起因して発生した応力腐食割れを起点として、１次冷却材中環
境下において溶接金属内を応力腐食割れが進展し、貫通に至った
ことにより、漏えいが発生したものと推定された。

取替前

溶接部形状変更

開先角度を15ﾟから
5ﾟに変更し溶接金
属量を減らすことに
より入熱量を低減

現状１５°
(今回)
　5°

　大飯発電所３号機の原子炉容器上部ふた管台からの１次冷却材漏えい事象に鑑み、長期
的な設備信頼性を確保する観点から、応力腐食割れの予防保全として管台および溶接材料
を６００系ニッケル基合金から６９０系ニッケル基合金に改良した原子炉容器上部ふた（制御
棒駆動装置含む）に取り替える。また、取替後の旧上部ふたについては、蒸気発生器保管庫
内に保管する。

工事概要

：溶接線

旧 新

制御棒駆動装置 48 48

炉内熱電対（温度計測用） 3 3

空気抜き 1 1

予　　備 14 4

合　　計 66 56

一体鍛造上部ふたの採用（溶接線なし）
材質は、取替前後とも低合金鋼

図－６

制御棒駆動装置

上部ふた

【実施状況】
＜実施済みプラント＞
　　大飯３号機、４号機、高浜４号機

＜今年度実施プラント＞
　　敦賀２号機、高浜３号機実施中
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 図－７ 

敦賀２号機 蒸気タービン取替え工事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 主タービンについて、設備の予防保全（低圧ロータ応力腐食割れ（ＳＣＣ）対策）を図る

ため、第１６回定期検査にて低圧ロータ及び高圧ロータを取替える。 

概 要 

概 要 図 

②【３次元流体設計翼の採用】 

蒸気入口 

≪高圧タービン断面図≫ 

高圧ロータ 

低圧タービンへ 

復水器へ 
⑤【耐浸食性の向上】 
  炭素鋼→低合金鋼への採用 

［参考］ 

  低圧ロータ全長：約９５５㎝ 

  低圧ロータ主軸軸受部直径：約６６㎝ 

低圧タービンへ 

低圧ロータ 

高圧タービンより 

①【全一体型ロータの採用】 ③【カップリング形状の変更】

≪低圧タービン断面図（３基）≫ 
復水器へ 

④【最終翼の長翼化】 
  ４４インチ（約１１２㎝）→５４インチ（約１３７㎝） 

：低圧ロータ、高圧ロータ 

取替え範囲 

：動翼・静翼 ：翼環 ：高圧タービン外部車室 

：低圧タービン外部車室 

・最終翼を５４インチ翼にすることにより、蒸気の通過流
速を下げ、翼振動応力を低減させる。 

・翼溝に発生する応力を低減させるため、翼溝及び翼根を
大型化する。 

①【全一体型ロータの採用】 

取替え前ロータ 
（部分一体型） 

円板を加熱後、軸に挿入

し冷却する。（焼嵌め） 
ＳＣＣ感受性の低い材料

の円板を軸と一体成型し

たロータとする。 

円板 

ロータ取替え 

カップリング形状変更 

取替え前 

油圧で脱着可能なボルトを採用し保守性を向上させる。 

 取替え前 取替え後 

ボルト穴径 ６０ｍｍ ７３ｍｍ 

ボルト本数 ２４本 ２０本 

翼を通過する蒸気の流れによる損失を抑えるとともに、振
動応力を低減させる翼形状とする。 

②【３次元流体設計翼の採用】 

翼 

翼根 

円板 

軸 

取替え後ロータ 
（全一体型） 

取替え前（平行翼） 取替え後 

③【カップリング形状の変更】 

取替え後 

④【低圧タービン最終翼の長翼化】 

４４インチ翼

５４インチ翼
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耐震裕度向上工事（例：関西電力）
図－８

　
耐震裕度を向上させるため、取水構造物周辺の地盤の強度を高める地盤改良工事を行う。

目的

海水ポンプ室

海水ポンプ 周囲の地盤の土砂を
コンクリート等に置換え
強度を高める

鋼材
（土留材として使用）

海水ポンプ室周辺地盤の地盤改良概要

美浜発電所１・２号機　耐震裕度向上工事 （地盤改良工事）

　
　　　　　　耐震裕度を向上させるため、耐震Ｓクラスのクーラや配管等について、支持構造物の
　　　　　補強工事を行う。

目的

支持構造物強化概要

耐震裕度向上工事　（支持構造物補強工事）

【強化後】【現状】
Ｕボルト

アンカ

サポート部材

サポート部材補強

サポート部材追加

太径Ｕボルトへ
交換

伝送器

（正面） （横）

伝送器

（正面） （横）

配管支持構造物の強化例

梁

壁
サポート部材追加

梁

壁

ダクト支持構造物の強化例

【強化後】【現状】

電気計装盤類（伝送器）支持構造物の強化例

【強化後】【現状】

台車

ステイ設置

巻線

鉄心

動力変圧器の強化例

【強化後】【現状】

【実施状況】
＜今年度実施プラント＞
　　美浜１、２、３号機、高浜１、２、４号機、大飯１、２、３、４号機

【実施状況】
＜今年度実施プラント＞
　　美浜１、２号機
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 図－９ 

耐震裕度向上工事（敦賀発電所 地震随伴事象対応工事） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 既設設備の津波対策として、１号機、２号機の海水取水機能を維持するため、取水系構造

物に海水貯水槽を設置する。また、地震時における２号機原子炉建屋背後斜面の安定性を向

上させるため、原子炉建屋背後の西側斜面をアンカー工法等により補強する。 

概 要 

2 号機海水貯水槽 

１号機 
２号機 

1号機海水貯水槽

補機海水取水トンネル 補強箇所 概 要 図 

 ２号機の海水貯水槽の配置、形状

及び工法については、今後の検討

に応じて決定する。 

補機冷却系海水ポンプ 循環水ポンプ 

格納容器冷却系海水ポンプ 

海水ポンプ室 取水路取水口 

貯水堰（新設） 

1 号機海水貯水槽イメージ図 

 コンクリート製の貯水堰を設け、引き波

時においても海水ポンプ室内に一定量の海

水を貯水する。 

アンカー 

抑止杭 

対策工法は、今後の検討に応じ

て決定する。また、その他の斜

面（１号機側を含む）について

も、必要に応じて対策を行う。 

斜面補強イメージ図（２号機西側斜面中心断面） 

 斜面の安定性（滑り抑制）のため、アン

カー工や抑止杭等の設置により補強する。 
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 図－10 

耐震対応強化工事（新潟県中越沖地震対応工事（例：日本原電）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 新潟県中越沖地震の対応として、消火水源であるろ過水タンクの耐震補強や消火用水タン
ク＊１の設置、屋外消火配管の地上化、耐震性防火水槽の設置、所内変圧器近傍に火災監視用
カメラの設置等を行う。 
 また、発電所にて収録された地震データを本店に自動転送する機能を増設するとともに、
２号機の地盤用地震計＊２およびバックアップ用として、１号機、２号機の現場収録型地震計
を設置する。 

概 要 

１，２号機消火設備等工事概要図 

変圧器火災監視用カメラ

設置予定箇所（新設） 

消火水配管地上化予定ルート（新設） 

消火水源タンク 

（既設ろ過水タンク）

耐震補強 

耐震性防火水槽設置

予定箇所（新設）

＊１：消火用水タンクの設置箇所等は検討中 

１号機 

２号機 

１号機 地震観測システム概略図 

データ 

収集装置 

地震計（４台） 

収録装置 

収録装置 

増設機器 

原子炉建屋 中央制御室 

バックアップ用地震計（１台）増設 

本店へ

転送 

２号機 地震観測システム概略図

原子炉建屋 原子炉補助建屋 

収録装置 

各建屋 中央制御室 

屋外 

本店へ

転送 

収録装置 

増設機器 

増設機器 

バックアップ用地震計（４台）増設

地盤用地震計（４台）増設

地震計（１１台） 地震計（４台）

＊２：増設分の地盤用地震計の設置箇所は検討中

地盤用地震計（３台）

データ 

収集装置 
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 放水路のトンネルについて、浦底断層を横断しないように代替放水路を設置（ルートの変

更）する。平成２０年度から地質調査等を実施し、調査結果等を踏まえてルートを決定し、

工事を実施する。 

概  要 

 
            

 

   

        

原子炉廃止措置 
研究開発センター ２号機 

断層横断箇所 

２号放水路（既設）

浦底断層推定線 

代替放水路（イメージ） 

 

 
 
 
 
 
 
 

放水路現状図 

耐震裕度向上工事（敦賀発電所２号機 代替放水路設置工事） 

図－11 

今後の調査結果等を踏まえてルートを決定する。 

若
狭
湾 
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非常用炉心冷却系

発電機 

復水器

重水・ヘリウム系 

復水貯蔵タンク 

蒸気放出プール

制御棒 

原子炉格納容器

使用済燃料 

貯蔵プール 
プール水 

冷却・浄化系 

原子炉補機冷却海水系 

燃料交換機 

海水 

主蒸気管及びタービン主要弁 

海水 
原子炉 

重水循環ポンプ

タービン設備 

第３給水加熱器 

第４給水加熱器 

タービン建屋 

（原子炉建屋） 

原子炉補助建屋 

原子炉補助建屋 

排気筒 

H２０年度解体撤去工事範囲  

H２０年度汚染の除去工事範囲  

：

：

処理フロー 

 

仕分装置 圧縮装置 

固体廃棄物貯蔵庫等から 

 

焼却設備 
（既存設備） 

可燃物 

不燃物 
切断装置

第 3、4給水加熱器の解体撤去後のエリアに固体

廃棄物仕分・分別処理装置を設置する。 

平成２０年度 「ふげん」解体撤去工事および汚染の除去工事範囲 

重水が漏れた場所

中間建屋

タービン建屋

原子炉 
補助建屋 廃棄物

処理室
原子炉建屋 

第３、４給水加熱器設置場所

主建屋概略平面図 

図－12 
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力
試
験

（
起
動
バ

イ
パ
ス

系
の

改
良
工

事
）

設
備
点
検

２
次
主
冷
却
系
ナ
ト
リ
ウ
ム

漏
え
い
事
故
原
因
究
明

安
全

総
点

検

設
備

保
全

対
策

工
事

▽
▽

▽
▽

総
合

機
能

試
験

完
了

総
合

機
能

試
験

炉
心
燃
料

装
荷
開
始

初
臨

界
初

併
入

5
7

9
1
1

1
3

1
3

5
7

9
1
1

1
3

平
成

４
年

度
平

成
５

年
度

年
度

項
目

月

5
7

9
1
1

1
3

7
1
1

3
5

7
9

1
1

1
3

7
1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3
7

1
1

3

性
能

試
験

【
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
え
い
対
策
工
事

】

本
体

工
事

準
備

工
事

工
事

確
認
試

験

ﾌ
ﾟﾗ
ﾝ
ﾄ確

認
試
験 性

能
試

験
前

準
備

点
検

高
速

増
殖

炉
も

ん
じ

ゅ
性

能
試

験
全

工
程

計
画

平
成

６
年

度
平

成
７

年
度

平
成

８
年

度
平

成
９

年
度

平
成

1
0
年

度
平

成
1
1
年

度

平
成

1
2
年

度
平

成
1
3
年

度
平

成
1
4
年

度
平

成
1
5
年

度
平

成
1
6
年

度
平

成
1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度

設
備
点
検

設
備
点
検

設
備
点
検

設
備

点
検

設
備
点
検

設
備

点
検

２
次

主
冷

却
系

Ｎ
ａ

漏
え

い
事

故

設
備
点
検

設
備
点
検

設
備
点
検

設
備
点
検

注
）

状
況

に
よ

っ
て

工
程
の

変
更
は
あ

り
得
る

。
注

）
性

能
試

験
は

地
元

の
ご

理
解

を
得

て
実

施
す

る
。

そ
の

期
間

は
約

２
年

半
を
予

定
し
て
い

る
。

（
参
考
）
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「
ふ

げ
ん
」
廃

止
措

置
主

要
工

程

建
屋

解
体

期
間

廃
止

措
置

準
備

期
間

使
用

済
燃
料
搬
出
期
間

汚 染 の 除 去 ・

廃 棄 物 処 理

主 要 施 設 の 解 体 撤 去

原
子

炉
本
体

解
体

撤
去

期
間

原
子
炉
周
辺
設
備

解
体
撤
去
期
間

H
4
0
年

度
▼

重
水

搬
出
、

ト
リ

チ
ウ

ム
除
去

廃
止

措
置
に

関
わ

る
安

全
性

実
証
試
験

核
燃
料
物
質
に
よ
る
汚
染
の
除
去

放
射
性
廃
棄
物
の
処
理
処
分

使
用

済
燃
料

搬
出

建
屋

解
体

建
屋
除
染

原
子

炉
領
域

の
解

体

換
気
系
解
体

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設
、
計
測
制
御
系
統
施
設

等
の
解
体

核
燃

料
物
質

取
扱

施
設
・
貯

蔵
施

設
、
重

水
系
・
ヘ
リ
ウ
ム
系

等
の

解
体

H
2
5
年

度
頃

▼
H
3
0
年

度
頃

▼
H
3
9
年

度
頃

▼

熱
交
換
器
類
、
放
射
性
廃
棄

物
貯

蔵
タ
ン
ク
類

使
用
済
燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
（
燃
料
搬
出
後
）
等

管
理

区
域
解

除

H
2
0
年

2
月

認
可

▼

整 地 ＊

＊
廃
止
措

置
計
画

認
可
申
請

対
象
外

廃
止

措
置

は
下

記
の

４
段

階
の

期
間

に
区

分
し
て
実

施
（
平
成
4
0
年
度
ま
で
に
廃
止
措
置
を
完
了
予
定
）

構
造
材
等
に
関
わ
る
高
経
年
化

の
た
め
の

調
査
研
究

（
参
考
）
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